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総務省 同時発表

平成２４年１０月３１日

平成２４年情報通信業基本調査の結果（速報）を公表します

経済産業省及び総務省は、我が国の情報通信業全体を包括的に把握するため

の共管調査として「情報通信業基本調査」の第３回調査結果（速報）を取りまとめま

したので、お知らせします。

１ 結果概要

(1) 情報通信業を営む企業の概要

①情報通信業を営む企業（主業か否かを問わず少しでも情報通信業を営んでいる企
業をいう。）の数は 5,371 社、情報通信業に係る平成 23 年度売上高は 41 兆 781
億円（全社の売上高は 62 兆 4,060 億円）。うち、２カ年継続回答企業の情報通信業
に係る売上高は、38 兆 7,200 億円（前年度比 1.6％増）。売上高は、電気通信業、
ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業の順に大きく、この３業種で情報通信業
全体の 77.4％を占める。

②情報通信企業（売上高の最も大きい業種が情報通信業に格付けされた企業をい
う。）の数は 4,643 社、平成 23 年度売上高は 42 兆 2,705 億円（情報通信業売上高
は 38 兆 7,119 億円）。
１企業当たり売上高は 91.0 億円（前年度比▲5.3％減）で、電気通信企業、新聞企

業、出版企業の順に大きい。

(2) 電気通信業、放送業について
通信・放送業の事業者数は 961 社、平成 23 年度売上高は、合計で 16 兆 3,025

億円。うち、２カ年継続回答企業の売上高は、15 兆 5,829 億円（前年度比▲0.5％
減）。事業別では、電気通信事業は 13 兆 2,555 億円、民間放送事業は 1 兆 9,025
億円、有線テレビジョン放送事業は 4,447 億円。

(3) 放送番組制作業について

放送番組制作業の企業数は 299 社、平成 23 年度売上高は 2,568 億円。うち、２
カ年継続回答企業の売上高は、2,023 億円（前年度比 2.4％増）。資本金５千万円未
満の事業者が全体の７割以上を、従業者 100 人未満の事業者が全体の９割以上を
占める。

(4) インターネット附随サービス業について

インターネット附随サービス業の企業数は523社、平成23年度売上高は1兆2,550
億円（前年度比6.9％増）と２年連続の増加。うち、２カ年継続回答企業の売上高は、
1兆999億円（前年度比13.4％増）。

１企業当たり売上高は24.0億円（前年度比4.9％増）と増加。

(5) 情報サービス業について

情報サービス業の企業数は3,312社、平成23年度売上高は13兆975億円（前年
度比8.0％増）と２年連続の増加。うち、２カ年継続回答企業の売上高は、11兆
4,603億円（前年度比3.7％増）。業種別では、受託開発ソフトウェア企業が最も多
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い。
１企業当たり売上高は39.5億円（前年度比0.3％増）と２年連続の増加。

(6) 映像・音声・文字情報制作業について

映像・音声・文字情報制作業の企業数は 613 社、平成 23 年度売上高は 2 兆
5,959 億円（前年度比 16.7％増）と２年連続の増加。うち、２カ年継続回答企業の売
上高は、2 兆 70 億円（前年度比横ばい）。業種別では、新聞企業が最も多い。

１企業当たり売上高は 42.3 億円（前年度比▲8.8％減）で、新聞企業以外の全て
の業種で減少。

情報通信業に係る平成 23 年度売上高

電気通信業(421);
159,925

ソフトウェア業(2,734);
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情報処理・

提供サービス業
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民間放送業
(397);22,759
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附随サービス業(685);
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新聞業(133);15,656

出版業(385);14,515

映像情報制作・配給業
(466);7,844 

有線放送業(244);5,176 広告制作業

(163);2,846
音声情報制作業

(94);1,343 映像・音声・文字情報制

作に附帯するサービス

業(126);1,012
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情報通信業;
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（ ）は社数

単位：億円

情報通信業に係る

平成23年度売上高
410,781

構成割合
（％）

全体 5,371 410,781 100.0

電気通信業 421 159,925 38.9

ソフトウェア業 2,734 103,127 25.1

情報処理・提供サービス業 1,654 54,822 13.3

民間放送業 397 22,759 5.5

インターネット附随サービス業 685 18,287 4.5

新聞業 133 15,656 3.8

出版業 385 14,515 3.5

映像情報制作・配給業 466 7,844 1.9

有線放送業 244 5,176 1.3

広告制作業 163 2,846 0.7

音声情報制作業 94 1,343 0.3

映像・音声・文字情報制作に附
帯するサービス業

126 1,012 0.2

その他の情報通信業 - 3,468 0.8

企業数
当該業種
売上高
(億円)

（備考） 本資料の数値は、速報値であるため、今後修正することがある。
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２ 調査概要

(1) 目的

我が国における情報通信業に属する企業の活動の実態を明らかにし、情報通信

政策の基礎資料を得ること

(2) 調査主体

経済産業省及び総務省

(3) 調査対象業種・対象基準

情報通信業（電気通信業、放送業、放送番組制作業、インターネット附随サービス

業、情報サービス業、映像・音声・文字情報制作業）を営む資本金額又は出資金額

3,000 万円以上（※）の者

※ ただし、電気通信業のうち登録電気通信事業者、放送業のうち民間放送事業者及び放送番組制

作業（テレビジョン番組制作業・ラジオ番組制作業）は全数

(4) 調査事項

ア全業種共通事項調査票：従業者数、事業内容、取引・委託の状況、研究開発 等

イ各業種固有事項調査票：サービス別売上高、事業別設備投資額 等

(5) 調査方法

郵送調査及びオンライン調査の併用

(6) 調査時点

平成 24 年３月 31 日

(7) 調査実施時期

平成 24 年５月 16 日から同年７月 15 日まで

(8) 回収状況

調査票の種類 送付企業数 回収企業数 回収率

調査票①（共通事項調査用） 9,072 6,174 68.1％

各
業
種
固
有
事
項
調
査
票

調査票②（電気通信業、放送業用） 1,431 898 62.8％

調査票③（放送番組制作業用） 814 377 46.3％

調査票④（インターネット附随サービス業用） 1,323 739 55.9％

調査票⑤（情報サービス業用） 5,731 3,801 66.3％

調査票⑥（映像・音声・文字情報制作業用） 1,591 842 52.9％

（本発表資料のお問い合わせ先）

経済産業省大臣官房調査統計グループ企業統計室長 高辻

担当者：熊倉

電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ２９０４）

０３－３５０１－１８３１（直通）

総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室長 磯

担当者：佐藤

電 話：０３－５２５３－５７４４（直通）


